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調査レポート 

 

今月のグラフ（2020年 5月） 

企業の資金繰り支援と「その後」への対応 
 

調査部長 中塚 伸幸 

 

新型コロナウイルスによる社会・経済活動の自粛がわが国企業に甚大な影響を与えている。政府の緊急事

態宣言は当初の 5 月 6 日期限から 5 月末までに延長された。すでに雇用調整助成金の拡充や持続化給付金

などの対策を盛り込んだ補正予算が成立しているが、法人企業統計のデータもふまえつつ、特に中小企業に

ついて、求められる対応を整理したい。 

第一に、いま必要なことは、倒産を回避するための迅速な資金繰り支援である。活動自粛に伴い多くの企

業が苦境にあるが、なかでも外食、宿泊、小売、運輸などの業種は売上急減に見舞われている。バッファー

としての手元資金（現預金と短期有価証券の合計）の水準をみると、大企業では月商の 1.6ヵ月分、中小企

業では同 2.5 ヵ月分となっている（図表１）。大企業のほうが少ないのは銀行借入枠を保有するといった事

情もあろう。統計が示すのは、平均的な中小企業は売上ゼロが２ヵ月半続けば資金ショートするということ

である。３月以降の経済活動の急減速からすでに２ヵ月以上が経過しており、支援策の早期の実行が求めら

れる。 

第二に、まずは何より倒産回避の緊急措置が大前提ではあるが、それとともに次のステップとして、コロ

ナ後あるいはコロナと共存していくための、新たな対応も検討すべきであろう。今回の危機を、個々の企業

における事業の再構築、そしてわが国の産業構造の変革につなげてゆく契機にできないだろうか。 

ちなみに「企業は内部留保を貯め込み寝かせている」との批判があった。実態は、バランスシート右側の

「負債・資本」側において、内部留保（＝利益剰余金）を含む自己資本が増加する一方、借入金が減少し、

財務体質が改善したというのが正しい認識であろう。ただ、バランスシート左側の「資産」側の変化をみる

と（図表２）、総資産対比でみた手元資金は、大企業ではわずかな上昇にとどまるが、中小企業ではもとも

と水準が高いところにさらに 20％超まで上昇している。このことは、結果的に、今回の危機における一定

の耐性にはつながった。ただ、現預金という、企業活動の成果を生まない資産のウエイトが高まっていたこ

とも事実であり、やや「守り」に傾斜していた面もあったかもしれない。 

現下の危機を生き延びることが先決であるのは言うまでもない。しかし、その後、世界は元の姿に戻るわ

けではないだろう。「新しい生活様式」を前提とした、従来とは違う事業活動が求められる。これを機に廃

業して事業転換を図るケースや、デジタル化の取り込みなど新たなビジネス展開を目指す動きも出てくる

であろう。むしろそうした動きを促進することが求められる。まずは止血が急がれるが、その後を見据えた

企業の対応と、それに向けた公的な支援も重要であろう。 
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－ ご利用に際して －  

◼ 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあ

りません。 

◼ また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

◼ 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

◼ 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリ

サーチ＆コンサルティングと明記してください。 

◼ 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 
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（図表２）手元資金・総資産比
（％）

（年度）
（出所）法人企業統計年報

（注）手元資金＝現預金＋短期有価証券、

大企業は資本金10億円以上、中小企業は同１億円未満
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（図表１）手元資金・月商比
（箇月）

（年度）（出所）法人企業統計年報

（注）手元資金＝現預金＋短期有価証券、

大企業は資本金10億円以上、中小企業は同１億円未満
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